事業所における新型インフルエンザ対策としての提言
―（社）日本産業衛生学会　産業医部会の立場より―

目的：事業者が事業所における新型インフルエンザ対策を実行するにあたり、産業医の立場より感染予防のための方策を事業者並びに関係者に提唱するものである。本件は医学的、並びに労働安全衛生に関する重要課題であるため、対策の立案に当たっては専門的立場にある産業医の意見を聞き、的確な判断をされることを切望する。尚、本文は厚生労働省第８回新型インフルエンザ専門家会議資料「事業者・職場における対策について(改訂版)」（2008.7.30）（2008.10末頃、同省より正式ガイドラインが発表される予定である）を事業者が熟読され、理解されているという前提で提言するものであること、従って基礎的事項を省略すると共に記述の重複を避け、重要点を申し述べるものであることをあらかじめお断りしておく。

提言－1　対策への取り組みに関して
 １．すべての事業者は企業の社会的責任を全うするという観点より、自ら率先して真摯に対策の責任者となり、危機管理体制の組織作りをされたい。
 ２．感染症対策の王道は「隔離」であり、人が隔絶され物流が阻まれることを認識されたい。医薬品に至るまで、供給が困難な状況下になることもあり得る。
 ３．フェーズ３の現時点においてこそ、基本的、具体的対策の策定と同時に、産業医の指導・助言のもとに従業員の衛生教育を実行すべき段階にあることを認識されたい。
提言－2　事業所内の診療所並びに健康相談所での対応に関して
 １．従来型インフルエンザワクチンの接種を積極的に行われたい。
 ２．速乾性擦式消毒用アルコール製剤を常備されたい。

 ３．患者用として医療用サージカルマスク(外科用マスク)を常備し、咳嗽患者へは急ぎ着用を指導されたい。

４．医療従事者向けに保護具（ゴーグル・フェイスシールド・手袋・マスク（Ｎ95以上）
・予防用ガウン等）を常備されたい。これは万一、誤って新型インフルエンザ罹病者が入室(入所)してきた場合への対応で、決して診療行為を容認しているものではないことを理解して戴きたい。
 ５．フェーズ４以上で、特に新型インフルエンザの国内発生が確認された時点では、診療所並びに健康相談所においては、咳嗽発作を有し、38℃以上の患者もしくはインフルエンザ罹患の疑いのある者の診察、相談は断り(入室も禁止、会議室等に隔離)直ちに所轄保健所へ連絡し指示をあおぐこととされたい。
 ６．通常の医薬品・器材の流通も制限されることを考慮し、かつ、医療従事者の不測の事態に備え、医療従事者の了解と管理の下に、通常の医薬品・器材に加え、抗インフルエンザ薬としての圣口剤、リン酸オセルタミビル(商品名：タミフル)、並びにもしくは圣口吸入剤ザナミビル水和物（商品名：リレンザ）、の備蓄をされたい。

 　　以上は人道上、並びに安全配慮義務の観点からの考えであり、決して占有・独占に至らないよう格別の配慮をされたい。

提言－３　海外勤務者に関して

１．現地並びに日本国内での各機関（参考資料参照）より情報収集を計り、随時、周知・広報し得る状態とされたい。

２．フェーズ4で、当該国もしくは地域で感染集団はいまだ小さく限定されている時期でも、往来は封鎖状態となるため、この地域内従業員への連絡が取れなくなることも想定されたい。
３．発生初期の段階でも流行国もしくは地域によっては物流不全が惹起され、生活物資はもとより医薬品・器材、抗インフルエンザ製剤の入手が困難となる一方、医療機関への受診も充分になし得ない状況も想定される。生活物資や医薬品・機材の備蓄を検討されたい。

４．海外での薬品の備蓄については当該国もしくは地域の事情をよく把握し、適切に対応されたい。

 ５．海外事業所、事務所において医薬品・器材の備蓄、保管については、日本人会、大使館等関係機関とよく相談し、殊にその使用については格段の配慮をされたい。特に抗インフルエンザ剤の使用範囲（どの時点で誰に投薬するのか）の詳細を決定しておかないと現地従業員とのトラブルが発生し、帰属意識の低下など事業継続に対しての影響も予想され得る。慎重な対応が望まれ一事業所の問題にとどまらず国際問題にまで発展しかねない状況を認識されたい。
提言－４　海外勤務者及びその家族の帰国に関して

 １．フェーズ4で当該国もしくは地域での小集団発生が確認のされている時期、もしくはそれ以上の流行国もしくは地域よりの帰国者については、なんら症状を認めない場合でも、出社により事業所が感染源となり得ることを想定し、10日間の自宅待機を指示されたい。
 ２．帰国者がなんらかの症状（発熱・咳漱に限らず）が認められた場合は、先ず本人より所轄保健所へ連絡しその指示を仰ぐよう指導されたい。事業所内診療所や健康相談所への直接の来診は厳禁とされたい。万一同所内が感染源となった場合は、当該事業所全体が閉鎖されることを認識されたい。
 ３．フェーズ４で流行が、小集団ながら確認された、もしくはそれ以上の国もしくは地域に滞在し、かつ発熱、咳嗽を有する者が帰国の希望を申し出た場合は、航空会社が搭乗を拒否し、かつ、現地関連機関により拘束状態におかれ、出国が認められないことを想定し、原則的に現地医療機関に早急に受診させるよう指導されたい。このため、現地医療機関などの調査を行い、受診先の周知も検討されたい。感染者の濃厚接触者や家族なども一定期間の自宅待機もしくは隔離が課せられ出国もできないことを想定されたい。国もしくは地域によって、この対応が異なることも理解されたい。帰国希望者への安易な応諾は厳しく慎まれ、関係機関とよく相談されたい。
 ４．フェーズ4で当該国もしくは地域で流行が確認された段階では、実際の集団発生地域からの距離に無関係に（例えば30km離れているから大丈夫と考えない）家族を含め勤務者を当該地域より脱出させることも種々な情報を収集して事前に検討されたい。脱出が流行拡大を惹起させ得ることもあり、当該国もしくは地域の方針を尊重した上で的確な対応をとられるよう切望する。この場合、現地従業員への対応も慎重を期されたい。
以上

尚、情報入手先リストに下記を追加する。

●ＪＯＨＡC　　
http://www.johac.rofuku.go.jp
●海外勤務者健康管理全国協議会
　　　　  http://www.sigma-k4.jp
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